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第1旅客ターミナルビル

第2旅客ターミナルビル
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○機能分散
・通関のための事務ｽﾍﾟｰｽを確保するため、
近隣のビルを賃借していた。

１．事業概要
◆事業実施前の状況
○狭隘
・業務量の増大に対応するための職員増による
狭隘化が著しく、早急な庁舎整備を必要としていた。

◆事業の目的
○狭隘の解消
○機能分散の解消
○民間ビルの借り上げ解消

N

【貨物地区拡大図】

成田空港地方合同庁舎

民間ビル(借り上げ)

出典：成田国際空港株式会社ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞより

【国際航空貨物取扱量の推移】

H17増築

４

○位置、規模及び構造に関する
基準を満足する施設の整備
○適正な価格での整備

◆基本条件
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写
真

地下駐車場ｽﾛｰﾌﾟ

Ｈ１７増築庁舎

（２号棟 東）

既存庁舎

(S47築)

Ｎ

既存庁舎

(H2増築)

既存庁舎

(H9増築)

敷地面積 ： 約７，３４３㎡

延べ面積 ： 約６，８４４㎡(増築庁舎)

構 造 ： SＲＣ-７-1

設 計 ： 平成１４年 ８月～平成１５年 ３月

工 期 ： 平成１６年 ２月～平成１８年 ３月

総事業費 ： 約２４．１億円

◆施設概要

５

増築箇所

増築前の状況



２．効果の発現状況

６

○業務を行うための基本機能（B1）の確認

○政策に基づく付加機能（B2）の確認

○参考

・ＣＡＳＢＥＥ指標評価、ｱﾝｹｰﾄ調査、ｺｽﾄ評価)

・ｱﾝｹｰﾄ調査

・ｺｽﾄ評価



◆業務を行うための基本機能（B1）

７

→入居官署の業務を行うために必要な機能を満たす(100点以上)ことを確認

各項目毎の評価をすべて掛け合わせ、100倍した数値を事業の効果の評点とする。

単独庁舎の場合

合同庁舎の場合

都市計画・土地利用計画等との整合性

アクセスの確保

災害防止・環境保全

建築物の規模

敷地の規模

単独庁舎、合同庁舎
としての整備条件

敷地形状

機能性等

構造

規模

位置

分類 評価項目

用地取得の見込

1.1 1 0.9 0.8 0.7 0.5

取得済み、現地建替

国有地の所管替予定、公有
地等の借用予定、建設までに
用地取得の計画あり、又は民
有地を長期間借用可能なもの

建設までの用地取得計画
が不明確

敷地未定

自然条件が災害防止・環
境保全上良好

自然条件の不備を技術的
に解消できる

自然条件に災害防止・環
境保全上やや支障がある

自然条件に災害防止、環
境保全上著しい支障があ
る

周辺に道路・鉄道等が整
備済み

整備の見込あり 整備の見込なし

都市計画・土地利用計画
等に積極的に貢献

都市計画等と整合
条件整備により都市計画
等との整合が可能

都市計画等と整合しない

敷地が有効に利用できる
形状であり、安全・円滑に
出入りできる構造の道路
等に接している

敷地が有効に利用できる
形状ではない

安全・円滑に出入りできる
構造の道路等に接してい
ない

業務内容等に応じ、適切
な規模が設定され、敷地
の高度利用について配慮
している

業務内容等に応じ、適切
な規模が設定されている

規模と業務内容等との関
連が不明確

規模未定

駐車場、緑地等に必要な
面積が確保されている

建築物の規模に応じ適切
な規模となっている

駐車場等の確保に支障
がある

単独庁舎としての整備が
適当

合同庁舎計画との調整が
必要

合同庁舎計画としての整
備が必要

合同庁舎としての整備条
件が整っている

合同庁舎としての整備条
件が整っていない

適切な構造、機能として
計画されている

標準的な構造として計画
されている。又は、特殊な
施設で必要な機能等が満
足される計画である

適切な構造、機能として
計画されていない

標準的な構造が確保できない
おそれがある。又は、特殊な
施設で必要な機能等が満足さ
れないおそれがある

評　価



評価

1.1

1.0

0.7

0.5

評価

1.1

1.0

0.8

0.5

評価

1.1

1.0

0.5

周辺に道路、鉄道等が整備済み

取得済み、現地建替

建設までに用地取得の計画あり

建設までの用地取得計画が不明確

敷地未定

整備の見込あり

整備の見込なし

地震・水害が非常に少ない地域である

地震・水害が希に発生するおそれがあるが、技術的対応が可能

地震・水害の発生が想定される。相当の技術的対応が必要

自然条件に災害防止・環境保全上著しい支障がある

用地取得の見込

災害防止・環境保全

アクセスの確保
単独庁舎の場合

合同庁舎の場合

都市計画・土地利用計画等との整合性

アクセスの確保

災害防止・環境保全

建築物の規模

敷地の規模

単独庁舎、合同庁舎
としての整備条件

敷地形状

機能性等

構造

規模

位置

分類 評価項目

用地取得の見込

８

◆業務を行うための基本機能（B1）

（ ：今回事業における該当評価）



評価

1.1

1.0

0.9

0.5

評価

1.0

0.8

0.7

有効に利用できる形状であり、
安全円滑に出入りできる構造の道路等に接している

敷地が有効に利用できる形状ではない

安全円滑に出入りできる構造の道路等に接していない

都市計画・土地利用計画に積極的に貢献

都市計画・土地利用計画に整合する

条件整備により整合が可能

整合しない

敷地形状

都市計画・土地利用計画等との整合性

単独庁舎の場合

合同庁舎の場合

都市計画・土地利用計画等との整合性

アクセスの確保

災害防止・環境保全

建築物の規模

敷地の規模

単独庁舎、合同庁舎
としての整備条件

敷地形状

機能性等

構造

規模

位置

分類 評価項目

用地取得の見込

９

◆業務を行うための基本機能（B1）

（ ：今回事業における該当評価）



評価

1.1

1.0

0.8

0.5

評価

1.1

1.0

0.9

規模未定

利便性の高い駐車場を設けることが可能な規模を確保
周辺環境に配慮した緑地等に設けることが可能な規模を確保

業務内容等に応じ、適切な規模で、
他の機関と連携した土地利用がなされている。

業務内容等に応じ、適切な規模となっている

規模と業務内容等との関連が不明確

敷地の規模

建築物の規模

通常規模の駐車場・緑地を設けることが可能な規模を確保

駐車場の確保が不可能な規模の敷地となっている

単独庁舎の場合

合同庁舎の場合

都市計画・土地利用計画等との整合性

アクセスの確保

災害防止・環境保全

建築物の規模

敷地の規模

単独庁舎、合同庁舎
としての整備条件

敷地形状

機能性等

構造

規模

位置

分類 評価項目

用地取得の見込

10

◆業務を行うための基本機能（B1）

（ ：今回事業における該当評価）



評価

1.0

0.8

0.5

1.0

0.5

評価

1.1

1.0

0.8

0.5

周囲に集約出来る官署がない

適切な構造、機能として計画されている

標準的な構造として計画されている
特殊な施設で必要な機能等が満足されている

適切な構造、機能として計画されていない

周囲に集約出来る官署があり、合同庁舎計画との調整が必要

合同庁舎計画がある

(合同庁舎の場合)

合同集約化による利便性等の向上が期待出来る

標準的な構造が確保されていない
特殊な施設で必要な機能等が満足されていない

入居官署と合同化の合意がとれていない

単独庁舎、合同庁舎としての整備条件

機能性等

(単独庁舎の場合)

単独庁舎の場合

合同庁舎の場合

都市計画・土地利用計画等との整合性

アクセスの確保

災害防止・環境保全

建築物の規模

敷地の規模

単独庁舎、合同庁舎
としての整備条件

敷地形状

機能性等

構造

規模

位置

分類 評価項目

用地取得の見込

【参考】CASBEE、CS調査

11

◆業務を行うための基本機能（B1）

（ ：今回事業における該当評価）



12

業務を行うための
基本機能を満足している

各項目毎の評価をすべて
掛け合わせ、100倍した数値

＝121

単独庁舎の場合

合同庁舎の場合

都市計画・土地利用計画等との整合性

アクセスの確保

災害防止・環境保全

建築物の規模

敷地の規模

単独庁舎、合同庁舎
としての整備条件

敷地形状

機能性等

構造

規模

位置

分類 評価項目

用地取得の見込

◆評価結果(B1）

1.1 現有の敷地内で増築

1.0

1.1 鉄道・道路が整備済み

1.0

1.0

1.0

1.0

1.0

評価

1.0

１００点以上
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◆政策に基づく付加機能（B2）

分類 評価項目

景観性

環境保全性

社会性

経済性 耐用・保全性

環境保全性

機能性

防災性

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
(建築物内)

地域性

評価 取組状況

Ａ  特に充実した取り組みがなされている

B  充実した取り組みがなされている

C  一般的な取り組みがなされている

A  特に充実した取り組みがなされている

B  充実した取り組みがなされている

C  一般的な取り組みがなされている

A  特に充実した取り組みがなされている

B  十分に環境負荷の低減化が図られている

C  一般的な環境負荷の低減化が図られている

A  高度なバリアフリー化が行われている

A'  「望ましい」規定に基づき整備されている

B  下記の他、一部「望ましい」規定も付加されている

C  法令規定に基づき整備されている

A  総合耐震計画基準に加え、充実した取組を実施している。

B  総合耐震計画基準に加え、防災性に配慮した取組がある。

C  総合耐震計画基準に基づいた取り組みが行われている。

A  特に充実した取り組みがなされている

B  充実した取り組みがなされている

C  一般的な取り組みがなされている



地域性 評価

２つ該当 Ａ

１つ該当 B

該当なし C

景観性 評価

２つ該当 A

１つ該当 B

該当なし C

<施策例>
・自治体・商店街等との連携
（合築、施設・駐車場の共用、ｼﾋﾞｯｸｺｱなど）
・地域住民との連携（ﾜｰｸｼｮｯﾌﾟ、懇談会など）
・既存建造物（歴史的建築物）の有効利用
・地域性のある材料の採用　・ｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽの設置

<施策例>
・歴史・文化及び風土への配慮
・歴史的まちなみの保存・再生
・周辺の自然環境への配慮
・周辺の都市環境への配慮

分類 評価項目

景観性

環境保全性

社会性

経済性 耐用・保全性

環境保全性

機能性

防災性

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
(建築物内)

地域性

14

◆政策に基づく付加機能（B2）

（ ：今回事業における該当評価）



環境保全性 評価

４つ該当 A

２つ該当 B

該当なし C

<施策例>
・省エネ機器の導入（氷蓄熱、ｱﾓﾙﾌｧｽ変圧器）
・屋上緑化　・雨水利用設備
・自然ｴﾈﾙｷﾞｰ（太陽光発電、風力発電）
・ｸﾞﾘｰﾝ購入法の全面的な対応　・外断熱

15

◆政策に基づく付加機能（B2）

分類 評価項目

景観性

環境保全性

社会性

経済性 耐用・保全性

環境保全性

機能性

防災性

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
(建築物内)

地域性

屋上太陽光パネル 雨水利用施設

雨水貯留槽を地
下ﾋﾟｯﾄ内に配置
し、便所洗浄水
に利用

太陽光発電施設及び雨水利用施設を設置

（ ：今回事業における該当評価）

地下駐車場

トイレ

雨水貯留槽

タンク

トイレ

トイレ

トイレ

トイレ

トイレ

屋上



ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ 評価

望ましい規定以上　 A

望ましい規定どおり A'

法令規定以上　 B

法令規定どおり C

防災性 評価

２つ該当 A

１つ該当 B

該当なし C

<施策例>
・免震構造の採用
・電気室をＧＬより高め又は３階以上に設置
・止水板の設置
・雷保護の高性能化

<基準>
・「建築物移動円滑化誘導基準」(望ましい規定)
・「建築物移動円滑化基準」(法令規定)

分類 評価項目

景観性

環境保全性

社会性

経済性 耐用・保全性

環境保全性

機能性

防災性

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
(建築物内)

地域性

16

◆政策に基づく付加機能（B2）

（ ：今回事業における該当評価）



耐用・保全性 評価

２つ該当 A

１つ該当 B

該当なし C

<施策例>
・高い階高
・余裕のある設備室
・清掃を容易にする工夫（光触媒など）

分類 評価項目

景観性

環境保全性

社会性

経済性 耐用・保全性

環境保全性

機能性

防災性

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
(建築物内)

地域性

17

◆政策に基づく付加機能（B2）

防汚タイプの外装仕上げ材を使用した

（ ：今回事業における該当評価）



分類 評価項目

景観性

環境保全性

社会性

経済性 耐用・保全性

環境保全性

機能性

防災性

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝ
(建築物内)

地域性

18

◆評価結果(B2）

評価

B ・防汚ﾀｲﾌﾟの外装仕上げ材

C

C

B ・太陽光発電施設
・雨水利用施設

C

C

政策に基づく付加機能
は適切に反映されている

取り組み内容は
事業の特性と合致している



◆ＣＡＳＢＥＥ指標評価

Q　建築物の環境品質・性能　（居住環境のアメニティを向上させる性能評価） SQ= 3.2
Q-1 室内環境 Q-2 サービス性能 Q-3 室外環境（敷地内）
　スコア（評価点）： 　　 SQ1＝ 3.5 SQ2＝ 3.4 SQ3＝ 2.7

LR　建築物の環境負荷低減性　（環境負荷を低減させる性能評価） SLR= 3.3
LR-1 エネルギー LR-2 資源・マテリアル 　　　LR-3 敷地外環境
　スコア（評価点）： 　　 SLR1＝ 3.5    　　 SLR2＝ 3.5 SLR3＝ 2.9
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5.0

3.0 3.0

2.0

2.5

1

2

3

4
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 大気汚染

3.53.4

1
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3

4

5
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音環境　　　　　温熱環境　　 　光･視環境　 　空気質環境 　機能性
生物環境

   建物の
   熱負荷

 騒音・振動
 ・悪臭

風害・
日照阻害

光害  ヒートアイ
ランド化

  地域イン
  フラ負荷

 自然エネ
  ルギー

 設備システ
 ム効率化

効率的
運用

低環境
負荷材

 耐用性
 ・信頼性

対応性
 ・更新性

まちなみ
　景観

地域性・
アメニティ

参考資料

参－１
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S A B
+

B
-

C

BEE=3.0

BEE=0.5

BEE=1.5 BEE=1.0

川崎南税務署

千葉第２地方合同庁舎

東京税関ｺﾝﾃﾅ貨物検査

成田空港地方合同庁舎

◆環境性能効率（ＢＥＥ）

Ｓ ： 素晴らしい
Ａ ： 大変良い
Ｂ ： 良い
Ｂ ： やや劣る
Ｃ ： 劣る

+
-

建築物の環境性
能効率(B E E) ＝

＝
２５×（ＳＱ－１）
２５×（５－ＳＬR）

＝
５６．４
４１．４

＝１．３

建築物の環境品質･性能Ｑ

建築物の環境負荷Ｌ

＜成田空港地方合同庁舎（増築）＞

参－２

参考資料



【職員用ｱﾝｹｰﾄ（CS調査）の設問】

・施設の全体的な印象

・ﾃﾞｽｸまわりの仕事のしやすさ

・執務室の雰囲気

・ふだん仕事で使うことのあるｽﾍﾟｰｽの使いやすさ

・執務室以外（庁舎へのｱｸｾｽ・ﾄｲﾚ・ﾘﾌﾚｯｼｭｺｰﾅｰ・等）の部分の使いやすさ

・施設内での快適さ (空調)  

・利用者への配慮

・施設全体について感じる「不満」と「魅力」

・「２号棟 東」ができる前後の比較について

【外来者用ｱﾝｹｰﾄの設問】

・「２号棟 東」ができる前後の比較について

◆アンケート調査

参－３

参考資料

増築による効果を確認
(狭隘・機能分散の解消)

調 査 日：平成20年6月

増築による効果を確認
(狭隘・機能分散の解消)



Ｑ．自分の机のまわりの環境は向上したか

○向上した（６５％）
・執務スペースが広くなった
・打合せスペースが広くなった

×向上していない（１３％）
・当直であり特定の席にいない
・空調の効きがよくない

Ｑ．貨物検査の環境は向上したか

○向上した（６９％）
・検査場が広くなった
・検査方法毎に検査場が分離された

×向上していない（５％）
・まだ検査スペースが足りない。
・エレベーターの運休

調査日：平成20年6月

◆アンケート調査結果【対象：増築庁舎の職員（７７人※）】

参－４

参考資料

５％

８％

２２％

４２％

２３％

１％
４％

２６％

４０％

２９％

向上した
まあ向上した
どちらでもない
あまり向上していない
向上していない

※回答者163人の内、 ２号棟（増築）で勤務しており、
増築前の庁舎を知っていると答えた職員77人を対象に集計



◆アンケート調査結果【対象：外来者（７３人※）】

Ｑ．外来者の利便性は向上したか

○向上した（８２％）
・関係する窓口や施設が集約された
・貨物検査や書類審査の時間短縮

×向上していない（１１％）
・エレベーターの運休
・機能的には変化がない

調査日：平成20年6月

参－５

参考資料

３％

８％
７％

３８％

４４％

向上した
まあ向上した
どちらでもない
あまり向上していない
向上していない

※回答者89人の内、増築前の庁舎を知っていると答えた73人を対象に集計



【エレベーターの運休について】
エレベーターは既存庁舎を含め全４基。増築庁舎の２基について運休が発生。

期間：平成19年7月25日～9月3日

経緯：自動停止装置の誤作動により１基が自動停止
安全点検実施のため、２基とも運行を停止

対応：点検及び不具合部品の交換完了後、運転再開

期間：平成20年1月10日～現在
原因：扉開閉用部品の破損が１基で発見され、

直ちに運行を停止。
安全点検実施のため、もう１基も運行を停止

対応：原因特定のため耐久性試験を実施
破損箇所以外を含む総点検を実施(７月25日完了)
修理完了後、運転再開予定。

◆アンケート調査結果【エレベーターの運休について】

参－６

参考資料

増築庁舎のｴﾚﾍﾞｰﾀｰ
(右)貨物用 B1 ～ 6F
(左)一般用 1F ～ 6F

→再発の防止を徹底し、入居官署及び利用者の信頼確保に努めます。



【工事費の内訳】
参考資料

※建築着工統計から計算した民間発注の事務所ビル（ＲＣ造）の工事費の平均
単価２２万円／㎡に、公共建築物であれば同時に発注される工事
（小部屋の間仕切り、書架等）の費用２万円／㎡を加えたもの

床面積 工事費
床面積１㎡
当たりの工事費

約 24 万円 - ㎡ - 百万円
※

約 24 万円 5,742 ㎡ 1,405百万円
(事務スペース） (事務スペース）

民 間 建 築 物

成 田 増 築 棟
( 事 務 ス ペ ー ス ）

参－７

検査場内部

地下駐車場入り口

検査場通路

項　　目
工事費
(百万円)

備　　考

1.事務ｽﾍﾟｰｽ 1405

2.特殊な構造 419
地下駐車場【333】
検査場・執務室の無柱空間化【 86】

3.外構整備 72
工作物【  8】   造園【  3】  外構【 61】

4.その他 409
太陽光発電【 18】　雨水利用設備【  7】　外装ﾀｲﾙ(防汚ﾀｲﾌﾟ)【  4】
騒音対策および熱負荷抑制のためのサッシ【 57】
移動書架・移動間仕切り【 40】　既存庁舎改修等【283】

合　　　計 2305



◆延床面積と総工事費単価

延床面積（㎡）

総
工
事
費
単
価
（千
円
／
延
床
㎡
）

低層
（１階～５階）

中層
（６階～１０階）

５００

２００

１５０

１００

４５０

４００

３５０

３００

２５０

６００

５５０

１００ ３００ ５００ １０００ ４０００ ７０００ １００００

出典 ： ジャパン・ビルディング・コスト・インフォメーション
財団法人建設物価調査会

建物用途 ： 一般事務所（自社ビル）

地 域 ： 関 東

着 工 年 ： １９９７年～２００６年

構 造 ： ＲＣ造＜成田空港地方合同庁舎（増築）（事務スペース）＞

参考資料

今回事業における総工事費単価(特殊仕様を除く)

川崎南税務署

千葉第２地方合同庁舎

東京税関ｺﾝﾃﾅ貨物検査

※約7割の実績データを含む範囲

※

参－８

成田空港地方合同庁舎

H19事業評価対象施設の総工事費単価(特殊仕様を除く)



【保有と賃借のコスト比較】
参考資料

参－９

　① 設計・建設費
　② 維持管理費
　③ 法人税等（▲）

　① 賃料等
　② 光熱水費
　③ 法人税等（▲）

10.8億円
21.1億円

3.4億円
▲6.6億円

合計　

▲74.4億円

▲1.6億円

Ⅰ　保有コスト 合計　

（差額）保有コスト（Ⅰ）－賃借コスト（Ⅱ）　  

Ⅱ　賃借コスト（テナント料）

107.9億円

30.4億円

104.7億円

（民間ﾋﾞﾙ使用時）
社会的割引率（4%）を用いて現在価値化を行い費用を算定

○
※
賃　料 85千円/㎡・年

○ 分 析 期 間 庁舎建設期間及び維持管理期間５０年間



３．まとめ

19

事業の目的をおおむね果たしていると判断できるため、

再度の事後評価の必要性はないと考えます。

◆狭隘の解消
庁舎の増築により、狭隘の解消された。

◆機能分散の解消
通関の窓口業務が、１つの建物に集約された。

◆民間ビルの借り上げ解消
民間ビルに入居していた通関窓口が増築した庁舎に移り、借り上げが解消された。

◆位置、規模及び構造に関する基準を満足する施設の整備
事業計画の効果に関する評価(B1,B2)及びCASBEE指標評価により、
「国家機関の建築物及びその附帯施設の位置、規模及び構造に関する基準」
を満足する整備がされたと判断できる。

◆適正な価格での整備
工事費の内訳及び庁舎（事務スペース）の延べ面積１㎡当たりの工事費から、
適正な価格で整備されたと判断できる。

◆その他
アンケート調査結果より、職員の執務環境の向上において約６割の方が、
外来者の利便性の向上において８割の方が向上したと評価している。
不満足の要因の一つである一部機器の不具合については、改善予定。


